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カーボンニュートラルポートと港湾工事の脱炭素化 3

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素・
アンモニア等の受け入れ環境の整備等を図る．

• 港湾の施設整備においては，CO2吸収型コンクリート等カーボンリサイクル技術を用いた低炭素型
材料の活用や施工機械の低炭素化・自動化といった新技術の積極的な導入を促進する．

• これらの取組を，港湾工事の総合評価落札方式における評価項目に加味していくことも検討する．

CNPの形成に向けた施策の方向性2)（港湾局 2021年12月）

「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル3)（港湾局 2023年3月）

• 推進計画の対象範囲は，・・・・ 港湾工事における脱炭素化の取組も含め，官民が連携し，港湾と
いう場を効果的に利用することによって，脱炭素化を促進しようとする幅広い取組を想定している．

カーボンニュートラルポート（CNP）1)

CNPにおける港湾工事の位置付け

• 日本の港湾分野ではカーボンニュートラルポート（CNP）形成の取組が進む．
• 港湾工事の脱炭素化もCNP形成の枠組の中に位置付けられている．

1)国土交通省HP (https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk4_000054.html)

※令和7年12月3日時点

・港湾脱炭素化推進
協議会等：99港湾

・港湾脱炭素化推進
計画：60港湾

2)国土交通省HP (https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001448303.pdf) 3)国土交通省HP (https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001767698.pdf)



港湾工事における二酸化炭素排出量削減に向けた検討WG 4

• 2021年度から国交省港湾局・国総研が「港湾工事における二酸化炭素排出量削減に向
けた検討WG」を開催．

• 港湾工事におけるCO2排出量の算定方法の整備やCO2排出量の実態把握，港湾工事の
脱炭素化に向けた取組の方向性等を検討．

港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン

R5.11：施工段階編（試行工事用）

工事発注段階で工事のCO2排出量

を算定する際の基本的考え方を整理．
積算情報に基づく算定結果の蓄積に
より今後の削減方策の検討や計画・
設計段階での算定法の構築に繋げ
ることを期待．

R6.5：設計段階編（試行工事用）

CO2排出量削減試行工事に関して，

工事発注後の施工段階で工事の
CO2排出量の削減効果を定量的に
評価する際の基本的な考え方を提示．

CO2排出量削減試行工事に関して，
基本設計段階で工事のCO2排出量

の削減効果を定量的に評価する際の
基本的な考え方を提示．

※第3回WG資料より(https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001708230.pdf)

R4.6：発注段階編
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※第7回WG資料より

工事発注段階の情報に基づく港湾工事における二酸化炭素排出量の全国推計1)

港湾直轄工事におけるCO2排出量はおよそ71万t-CO2/年．
公共土木分野の約4.3%に相当．
材料由来のCO2排出量が73%を占める．

• 2021年度から国交省港湾局・国総研が「港湾工事における二酸化炭素排出量削減に向
けた検討WG」を開催．

• 港湾工事におけるCO2排出量の算定方法の整備やCO2排出量の実態把握，港湾工事の
脱炭素化に向けた取組の方向性等を検討．

1)辰巳ら：工事発注段階の情報に基づく港湾工事における二酸化炭素排出量の全国推計，国土技術政策総合研究所資料，No. 1249, 2023.
※図は第7回WG資料より(https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001708230.pdf)



港湾工事における二酸化炭素排出量削減に向けた検討WG 6

港湾工事におけるCO2排出量
削減に向けた取組方針（案）

※港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン
（施工段階編（試行工事用））より
(https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001708230.pdf)

現時点で想定されるCO2排
出量削減方策をSCOPEご
とに区分・整理して例示．

• 2021年度から国交省港湾局・国総研が「港湾工事における二酸化炭素排出量削減に向
けた検討WG」を開催．

• 港湾工事におけるCO2排出量の算定方法の整備やCO2排出量の実態把握，港湾工事の
脱炭素化に向けた取組の方向性等を検討．



港湾工事等における低炭素型材料の活用マニュアル1)【R5.3 関東地整】 7

• 港湾工事・空港工事・海岸工事における低炭素型材料の活用を促進するため，低炭素型
材料が活用可能な対象工種や低炭素型材料の選定フロー等，低炭素型材料活用におけ
る基本的考え方を整理．

• 発注者が設計段階や発注段階で使用することを想定．

・製造時に発生するCO2を低減する材料
・製造時にCO2を貯留することによりCO2削減に資する材料
・藻場造成等によりCO2削減に資する材料
・運搬により発生するCO2の削減に資する材料

低炭素型材料

低炭素型材料の対象工種及び主な材料の活用案 構造形式及び使用材料の選定フロー

1)関東地方整備局HP (https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/work/CNC/pdf/cnc_manual.pdf)



港湾カーボンニュートラル普及促進試行工事

CO2排出量削減に向けた試行工事 8

• CO2排出量削減やブルーカーボンの活
用に資する取組の普及促進・意識醸成．

• 工事成績評定にて加点評価．

国土交通省HP (https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001863752.pdf)

作業船への陸電供給によるCO2排出量削減試行工事

• 係留時の作業船の船内環境維持に必要な電力を陸
上から供給．船内の発動発電機の燃料消費量削減．

• CO2削減効果の検証，普及に向けた課題の把握．
• 追加費用は「その他工事費」で計上．

低炭素型作業船導入効果検証工事

• 作業船に搭載された「燃料消費量の
削減に資する機器」「作業の高効率
化に資する機器」によるCO2排出量
削減効果を検証．

• 船舶損料の割増，計測に要する費
用を計上．



低炭素型材料活用試行工事 （関東地方整備局 港湾空港部）

CO2排出量削減に向けた試行工事 9

• 低炭素型材料の施工性を確認するとともに活用における課題を明確化し，
低炭素型材料の活用の一般化を目指す．

• 発注者指定型で実施．

関東地方整備局HP (https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/work/CNC/pdf/231212-press.pdf)

防波堤築造工事

コンクリート（高炉セメントB種）
⇒コンクリート（高炉セメントC種（相当品含む））

護岸他付帯工事

コンクリート（高炉セメントB種）
⇒鉄鋼スラグ水和固化体



低炭素型材料活用工事 事後評価事例 10

中村ら：鉄鋼スラグ水和固化体の護岸ブロックへの適用によるCO2排出量削減効果に関する一検討、土木学会論文集、Vol.79、No.18、23-18044、2023. 

対象工事: 東京湾第二海堡 護岸

第二海堡

 本体工のコンクリートブロックの代替として
鉄鋼スラグ水和固化体を活用．

検討内容

資材調達・建設段階におけるCO2排出量

（アップフロントカーボン）を対象として，工
事実績に基づきCO2削減効果を検証．

コンクリート(kg/m3)

鉄鋼スラグ水和固化体(kg/m3)

製鉄工程での副産物であるスラグを主原料とし，
セメント使用量の削減により低炭素化が可能

【本事例】

263(kg-CO2/m3)

24(kg-CO2/m3)

約90%減

※Royal Institution of Chartered Surveyors: Whole life carbon assessment for the built environment (2nd version, Version 3), 2024. (https://www.rics.org/content/dam/ricsglobal/documents/standards/Whole_life_carbon_assessment_PS_Sept23.pdf)

※
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対象とする施工プロセス

A1

A2

A3

A4

A5

A5

A5

中村ら：鉄鋼スラグ水和固化体の護岸ブロックへの適用によるCO2排出量削減効果に関する一検討、土木学会論文集、Vol.79、No.18、23-18044、2023. 

低炭素型材料活用工事 事後評価事例
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54%

6%

40%

0.001%

12%
13%

75%

0.002%

水和固化体の場合

コンクリートの場合

-19.4 t-CO2
(-52.6 %)

• 施工プロセス全体の低炭素化効果として，CO2排出量が19.3 t-CO2削減され，
52.6 %の削減効果が得られた．

(kg-CO2)

鉄鋼スラグ水和固化体： 17.4 t-CO2

コンクリートブロック： 36.6 t-CO2

燃料燃焼

原材料製造

燃料生産
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A1 A2 A3 A4 A5 A5 A5

中村ら：鉄鋼スラグ水和固化体の護岸ブロックへの適用によるCO2排出量削減効果に関する一検討、土木学会論文集、Vol.79、No.18、23-18044、2023. 
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鉄鋼スラグ水和固化体： 17.4 t-CO2

コンクリートブロック： 36.6 t-CO2

• 工程①において原材料の違いにより48.3 %，工程②において原材料の運搬距離の短縮により
8.1 %のCO2排出量が削減された．

• 本検討が対象とした工事では，コンクリートの原材料の産地は様々である一方，水和固化体の場
合にはプラントが製鉄所に近接していたため，工程②が比較的大きな低炭素化要因となった．

製鉄所と施工現場が近くに位置
する場合，工程②が比較的大き
な低炭素化要因と成り得る．⇒

【CO2排出量の削減要因】

-48.3

-8.1

0.2 3.6

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

① ② ④ ⑥

工程

-52.6%の内訳

-52.6 %

コンクリート：263(kg-CO2/m3)，水和固化体：24(kg-CO2/m3)
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中村ら：鉄鋼スラグ水和固化体の護岸ブロックへの適用によるCO2排出量削減効果に関する一検討、土木学会論文集、Vol.79、No.18、23-18044、2023. 

低炭素型材料活用工事 事後評価事例



14工事実施前のCO2排出量事前推定における課題

CO2排出量を効率的に削減していくためには，工事実
施後の事後評価のみでなく，実施前の事前推定が重要．

工事実施前では未確定事項が多く，様々な
仮定の上でCO2排出量を推定する必要がある． 計画 設計 工事発注 工事実施

CO2排出量を事前推定
⇒各段階の意思決定に反映

プロジェクト上流段階でのCO2排出量推定手法の整備や推定精度の向上が課題．

鉄鋼スラグ水和固化体の場合 コンクリートの場合

事前推定：16.1 t-CO2
事後評価：17.4 t-CO2

事前推定：27.1 t-CO2
事後評価：36.3 t-CO2

推定誤差7% 推定誤差25%

配合未定 調達条件未定 使用機械変更 配合未定 調達条件未定 使用機械変更

工事発注段階における推定誤差

中村ら：鉄鋼スラグ水和固化体の護岸ブロックへの適用によるCO2排出量削減効果に関する一検討、土木学会論文集、Vol.79、No.18、23-18044、2023. 



16まとめ

• 港湾分野では，工事におけるCO2排出量算定ガイドラインの整備や，CO2排

出量の実態把握，脱炭素化に向けた取組の方向性についての議論が進め
られている．

• 材料由来および機械稼働由来のCO2排出量の両観点において，CO2排出
量削減を目指す試行工事が実施されている．
低炭素型材料活用試行工事では，工事のCO2排出量がおよそ半分に削減
された事例もある．

• 工事実施前のCO2排出量の事前推定の精度向上や，ライフサイクルを対象
としたCO2排出量の評価等については，今後の課題である．

• 港湾工事の更なる低炭素化に向けて，低炭素・CO2吸収型材料や，構造物

起因のブルーカーボン創出，設計における環境配慮等，様々な観点での取
組が進められている．



ご清聴ありがとうございました．

港湾空港技術研究所
構造研究領域 構造新技術研究グループ




